











































































































平成11年 平成14年 平成17年 平成20年
総数 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
自営業者　 22.6% 17.8% 17.7% 15.9%
家族従業員　 11.3% 10.1% 10.5% 10.3%
常用雇用 9.8% 10.6% 12.1% 13.3%
臨時・パート 16.6% 21.0% 24.9% 26.1%
無職　 34.9% 34.7% 31.2% 30.6%












自営業主 22.9 5.3 0.3 12.0 59.5
家族従業者 21.3 5.1 0.4 11.0 62.3
常用雇用 29.8 5.1 3.7 13.3 48.1
臨時・パート 29.9 11.0 11.6 11.1 36.4





































自営業主 21.0 7.7 0.9 12.3 57.6
家族従業者 17.0 6.5 0.7 10.2 64.6
常用雇用 28.0 5.7 11.5 12.9 40.2
臨時・パート 25.3 13.8 12.5 11.2 34.5






















総数 農水産業 自営業 被用者 その他 無職
































加入者平均年齢 81.8歳 49.2歳 36.0歳 33.8歳 33.4歳
加入者１人あたりの年間医療費 86.3万円 28.2万円 14.5万円 12.6万円 13.3万円






単身者（年収201万円） 93,000 82,400 51,600
単身者（年収380万円） 226,400 155,800 205,600
夫婦（年収280万円） 111,900 82,400 84,800























































合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号
居宅介護 1,236,989 1,192,872 43,255 1,520,090 1,463,964 56,127 1,839,907 1,772,239 67,667
施設介護 604,065 594,664 9,375 655,226 644,854 10,372 699,704 688,357 11,347
地域密着型 － － － － － － － － －
受給者数合計 1,841,054 1,787,537 52,630 2,175,317 2,108,818 66,499 2,539,611 2,460,596 79,015
2003年度 2004年度 2005年度
合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号
居宅介護 2,136,117 2,057,746 78,371 2,403,154 2,314,786 88,369 2,583,060 2,489,392 93,669
施設介護 732,033 719,938 12,095 763,632 750,795 12,837 786,877 773,577 13,300
地域密着型 － － － － － － － － －
受給者数合計 2,868,150 2,777,684 90,466 3,166,786 3,065,581 101,206 3,369,938 3,262,968 106,969
2006年度 2007年度 2008年度
合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号
居宅介護 2,572,840 2,478,811 94,029 2,625,001 2,529,002 96,000 2,729,699 2,633,772 95,928
施設介護 802,640 792,261 13,442 819,456 809,491 13,952 826,761 815,949 13,954
地域密着型 157,643 155,528 2,116 186,066 183,547 2,519 215,272 212,355 2,917
受給者数合計 3,533,124 3,426,600 109,586 3,630,524 3,522,040 112,471 3,771,731 3,662,075 112,798
2009年度
合　計 第１号 第２号
居宅介護 2,858,858 2,763,032 95,826
施設介護 833,926 823,720 13,454
地域密着型 239,130 236,053 3,077



























合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号
認定者数 2,561,594 2,470,982 90,612 2,985,683 2,877,249 105,434 3,445,186 3,324,156 121,030
受給者数 1,841,054 1,787,537 52,630 2,175,317 2,108,818 66,499 2,539,611 2,460,596 79,015
未受給者数 720,540 683,445 37,982 810,366 768,431 38,935 905,575 863,560 42,015
2003年度 2004年度 2005年度
合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号
認定者数 3,838,924 3,704,095 134,829 4,085,859 3,942,808 143,051 4,323,332 4,175,295 148,037
受給者数 2,868,150 2,777,684 90,466 3,166,786 3,065,581 101,206 3,369,938 3,262,968 106,969
未受給者数 970,774 926,411 44,363 919,073 877,228 41,845 953,394 912,327 41,068
2006年度 2007年度 2008年度
合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号 合　計 第１号 第２号
認定者数 4,401,363 4,251,432 149,931 4,528,944 4,378,140 150,804 4,672,688 4,523,903 148,785
受給者数 3,533,124 3,426,600 109,586 3,630,524 3,522,040 112,471 3,771,731 3,662,075 112,798
未受給者数 868,239 824,832 40,345 898,420 856,100 38,333 900,957 861,828 35,987
2009年度
合　計 第１号 第２号
認定者数 4,845,942 4,696,384 149,558
受給者数 3,931,914 3,822,805 112,356
未受給者数 914,028 873,579 37,202
出所：厚生労働省『介護保険事業状況報告』より筆者作成。
注　１　認定者数は，当該年度末現在の数を表している。
　　２　受給者数は，表１-8の受給者数合計の数字である。
　　3　表中の横項目は被保険者別の受給者数を表す，「第１号」は第１号被保険者，「第２号」は，第２号被保険者を表す。
第１号+第２号＝合計となる。
　　4　表中の未受給者数は，認定者数－受給者数　でもとめた。
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に対して，社会保険は，加入者が社会保険料を納め，社会保険料納付額とその加入期間が
将来の給付と結びつくという個別報償性原理に基づいている。また，税方式と異なり，ミー
ンズテスト（公的扶助における厳密な資産調査）やインカムテスト（所得調査）を伴わな
いためスティグマが発生しないという長所がある。
　では，実際に，社会保険と税は厳密に区別できているだろうか。第１に，社会保険財政
に，相当の税が投入されており，負担と給付の関係が明確でない。第２に，徴収面で，税
と社会保険料の区別が曖昧になっている。税，社会保険料ともに強制徴収であり，滞納に
よる差し押さえなどの罰則もある。これらは，現行の社会保険に，保険原理よりも扶助原
理，つまり生活困窮者や低所得者を救済する機能を多く担っていることに起因する。
２.２　社会保険の問題点
　現行の社会保険が抱える問題点は3点ある。
　第１に，保険原理よりも扶助原理による給付が多いため，保険料を納めている人とそう
でない人の間に，不公平感が高まってきていることである。いわゆる世代間格差である。
とくに，現金給付である公的年金制度で世代間格差の拡大がいわれている。
　第２に，保険に加入するための適用条件が，人々にとって厳しくなってきていることで
ある。つまり，社会保険は，加入者（労働者）が原則として正社員として雇用され，所得
を得て保険料を納めることが前提となっている。ところが，1990年代後半以降，「雇用形
態の多様化」のもとに，企業側は正規雇用比率を低下させ，労使折半の保険料負担を避け
てきた。保険料を払いたくても払えない（賃金の低下），加入そのものができない（厚生
年金の適用が受けられない）労働者が増加した。
　第3に，保険料は労使折半であるため，企業側が保険料負担を免れようとする傾向にあ
ることである。企業の公的負担は，法人税，法人事業税，法人住民税などの税と社会保険
料負担がある。税の場合は赤字法人には税負担が生じないが，社会保険料は黒字・赤字に
かかわらず，負担が生じる。従業員の福利厚生よりも税・保険料負担をいかに回避するか
という誘因が大きくなっている。
３．社会保険の再構築案
　本稿では，社会的排除を生み出さない社会保険を再構築していく観点から，２つの案を
取り上げ，内容と課題を指摘する。
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３.１　アクティベーション
　まず，宮本（2009）7）に依拠して，アクティべーションの内容を説明する。
　アクティべーションとは，雇用と社会保障を強く連携させ，社会保障の目的として，人々
の就労や社会参加を実現し継続させることを前面に掲げ，また，就労および積極的な求職
活動を，社会保障給付の条件とする考え方である。図3-１は，アクティべーションの視
点に立って示された，雇用と社会保障の新しい連携である。
　「Ⅰ . 参加支援」は，人々の就労や社会参加を促進することを目的とする政策領域である。
具体的には，職業訓練，職業紹介などの積極的労働市場政策，生涯教育，高等教育，保育・
介護サービス，就労カウンセリングなどである。アクティべーションの基本的な考え方は，
人々がさまざまな困難やリスクに直面したときに，隠遁の場が与えられるというのではな
く，道が開けること，つまりその困難を乗り越えて社会とつながり続けることができるこ
とである。
　「Ⅱ．働く見返り強化」は，労働市場や関連制度に働きかけて，就労の見返りを大きく
するための政策領域である。具体的には，最低賃金制度の見直しと均等待遇の実現，給付
7）以下の説明は、宮本（2009）p.143～ p.168より抜粋。
図３-１　雇用と社会保障の新しい連携
出所：宮本（2009）p.144より引用。
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付き税額控除，キャリアラダー戦略8）などである。参加支援によって人々が労働市場に参
加できたとしても，その賃金水準が低かったり，雇用条件が劣悪だったりすれば，生活保
障は成り立たない。
　「Ⅲ．持続可能な雇用創出」は，地域に雇用を創出し維持していくための政策領域である。
環境問題や高齢化，女性の社会参加など，新しい課題とライフスタイルに沿った持続可能
な産業と雇用の創出であり，例えば，第１次産業に第２次・第3次産業の要素を加えた「第
6次産業」化などがある。
　「Ⅳ．雇用労働の時間短縮・一時休職」は，人々が労働時間を短縮したり労働市場をいっ
たん離脱できる条件を整えることで，当事者がその知識や技能を高めたり，ケアや社会的
活動にかかわる時間を確保しようとする政策領域である。具体的には，ワークシェアリン
グ，ワークライフバランスの実現などである。
　ⅠとⅣの政策は，主に労働市場を出入りする「人」に焦点を当てた政策領域でである。
これに対して，ⅡとⅢの政策は，労働市場の規制や雇用創出など，雇用の「場」にかかわ
る政策領域である。これら4つの政策領域が相互に結びつけられ，相乗的に進められるこ
とが重要である。
３.２　参加保障型社会保険
　参加保障型社会保険とは，菅沼（2010）が提案した社会保険制度全体の再構築案であ
る9）。労働市場に参加するすべての人が加入できる社会保険を意味する。1961年に成立し
た「国民皆保険・皆年金体制」を修復し，再編成するものである。参加保障型社会保険の
原則は２点である。すなわち，第１に，「１時間の就労であっても，報酬が発生した場合
には社会保険料を徴収すること」，第２に，「求職・職業訓練活動に従事する者に社会保険
を適用すること」である。社会保険は，個別報償性原理に基づくため，負担能力の弱い人・
ない人を排除する制度として非難にさらされている。しかし，社会保険方式は租税方式と
異なり，ミーンズテストやインカムテストを伴わないためスティグマが発生しないという
長所がある。
8）働く現場は，一部の管理的労働と，ルーティン化された大多数の単純労働に二極分化する傾向が顕
著になっている。格別の技能訓練を必要としない単純労働の増大が，非正規労働増大の背景となって
いる。働きながら学べる範囲で技能や知識を向上させても，キャリアの発展にむすびつかない。キャ
リアラダー戦略とは，この労働の二極分化に対して，中間的な業務を設定することで，いわば上昇可
能なはしご（ラダー）を架けていこうとするものである。
9）菅沼（2010）の提案をもとにして，参加保障型社会保険としての国民年金を提案したのが，齋藤（2010）
である。以下の説明は，菅沼（2010）より抜粋。
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　図3-２は参加保障型社会保険の見取り図であり，表3-１はその概要を示している。基
本的な考え方は，次の3点である。
　第１に，すべての労働市場参加者が加入できることである。具体的には，就業，失業（求
職），職業訓練に従事することを意味する。第２に，被用者はすべて被用者保険に加入す
ることを原則とする。第3に，社会保険による就業抑制を解消することである。すなわち，
現行の被用者保険の被扶養者区分である労働時間（「4分の3基準」）と年収（「130万円ルー
ル」）二重基準を撤廃することである。
　就労して賃金（報酬）を得た場合は，社会保険に必ず加入し保険料を負担しなければな
らない。「１時間でも就労すれば，社会保険加入の義務が生じる」保険制度である。保険料は，
賃金の一定率から拠出する応能負担の原則を徹底する。
　　
図３-２　参加保障型社会保険の提案
出所：菅沼（2010）p.97より引用。
表３-１　参加保障型社会保険の概要
●保険者　被用者保険の統合，都道府県が保険者。国民健康保険は都道府県。
●保険料　応能負担の定率保険料に一本化。被用者健康保険と国民健康保険の保険料率を同
一とする。被用者保険と国民健康保険の財政調整。（被用者保険の統合が困難な場合は，
保険者間の財政調整を行う）
●被保険者　短時間就労者を含めて，すべての被用者は被用者保険。失業者，新規学卒求職
者も被用者保険に加入。それ以外は国民保険に加入。
●年金給付　短時間就労者など保険料納付額が国民年金保険料額に満たない者は，減額給付。
出所：菅沼（2010）p.78より引用。
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３.３　２つの案の有効性
　２つの案の大きな違いからみておこう。アクティベーションは，労働市場・雇用制度の
内部変化を促す政策を重視するのに対し，参加保障型社会保険は労働市場・雇用制度を所
与のものとして受け止め，社会保険の適用条件を変化させることを重視している点である。
　では，２つの案は相いれない別個の案として実現させるべきであろうか。そうではなく，
アクティベーションと参加保障型社会保険は同時に実現させることにより，その機能を発
揮するであろう。一方が他方を代替するという関係ではなく，ともに補完関係にあるとい
える。つまり，ともに「社会参加」を重視しているからである。
おわりに
　本稿では，社会保険制度における社会的排除の実態と社会保険の問題点を明らかにし，
社会保険の再構築案２つを検討した。今後の社会保障制度全体の課題を挙げつつ，社会保
険と税の役割について述べる。
　日本の社会保障制度全体の課題は3点ある。第１に，日本の社会保障をどのように再構
築していくかという将来のビジョンである。2009年9月に，日本の政治は政権が交代した。
自民党政権から民主党政権への交代である。しかし，民主党の社会保障政策は，「控除か
ら手当へ」という所得保障政策にしかすぎず，人々の将来不安を払拭するような一生涯に
わたる全体像を示していない。人々が安全に安心に一生涯を送ることのできる最低限生活
保障の具体像が必要である。
　第２に，参加保障型の社会保険制度を再構築していくことである。当面の制度改革とし
て，既存の社会保険制度の適用拡大を図っていくことである。短時間労働や求職活動をし
ている人には社会保険を適用し，適用条件を緩和していく。稼得能力のない人は，税によ
る給付をおこなっていく。社会保障の目的として，人々の就労や社会参加を実現し継続さ
せることを全面に掲げ，また，就労および積極的な求職活動を，社会保障給付の条件とし
ていこうとするアクティべーションを軸に展開していくことである。
　第3に，現物給付重視，医療福祉重点型への社会保障に転換していくことである。日本
の社会保障は，現金給付にくらべて公共サービスなどの現物給付が少ない。こども手当の
ような現金給付政策を重視していくことは，「市場で必要なサービスを買えばよい」とい
う発想になりやすく，本当に必要な公共サービスを提供できない可能性がある。例えば，
こどもや高齢者のような稼得能力のない人々には，医療・介護サービスを原則無料で提供
し，地方自治体がそのサービスを提供する責任を負う。長期的には，最低限生活保障年金
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や高齢者医療・介護，公的扶助，公衆衛生は税，所得比例年金や勤労世代の医療・介護は
社会保険で対応するのが一案である。これは，本稿であげた税の一般報償性原理と社会保
険料の個別報償性原理に基づく提案である。
　
　最後に，本稿に残された課題を述べる。政府の公式統計を用いながら，社会的排除の実
態をおこなおうとしたが，国民年金以外の社会保険制度では，制度から漏れている人・適
用を受けたいにもかかわらず受けられない人の数の把握および推計は不十分であった。ま
た，経済状況・世帯状況もあわせて把握することは，社会的排除をなくすための政策を立
てるために有効である。今後の課題としたい。
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